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北海道大学 1999.3

所得税の構造と所得分配

小山光一

1.序論

本稿の目的は，所得税制の構造を制度に則し

て再検討し，累進税率と所得控除が所得分配に

及ぼす影響を分析することにある。税制の問題

は，理論的には最適課税論に代表されるよう

に，ある社会的厚生関数を最大にする租税体系

を検討することにある。しかしこのようなアプ

ローチは，現実の税制の制度を十分考慮してお

らず，理論的な政策提言は非現実的になりがち

である。税制に対する計量的アプローチも，大

まかな事実を発見ないし確認する上で有効であ

るが，税制の体系的なメカニズムを解明するこ

とはできない。データの示す特性は，制度に裏

付けられた人間の行動の結果である。租税にお

いて背後にある制度の構造とメカニズムの解明

こそいま必要とされているのである。

現行のわが国の所得税制は，総合課税を原則

にしつつ分離課税が併存している。分離課税

は，所得の特性に基づいて用いられているが，

同時に経済政策の手段として利用されている。

このような所得税制の構造は，どのようなメカ

ニズムを生んでいるのであろうか。本稿では，

このメカニズムの解明を図る lつの基礎として

再分配構造の側面から各種所得の租税負担を検

討している。

本稿は，所得税制の大きな枠組みを明らかに

し，所得分配との関係を解明していく糸口にす

るため書かれている。新しい発見は，所得の累

進税制が直接，所得分配の公平性の lつの指標

であるGini係数とどのように結びついているの

かを明確な式で示していることである。この点

は第3節で示されているが，従来，このような

関係式は明確に示されてこなかった。本書の構

成は以下の通りである。第2節では，所得税の

構造を租税負担の側面から検討している。第3

節では，累進税の税率と控除額がGini係数にど

のような影響を及しているかを検討している。

2.所得税の構造

2. 1 総合課税の対象となる所得

所得税を議論するために，まず所得を分類す

る必要がある。所得は税法上，次の10種類に分

類される。(1)給与所得， (2)事業所得， (3)不動産

所得， (4)一時所得， (5雄所得， (6)配当所得， (7) 

利子所得， (8)譲渡所得， (9)退職所得， (10)山林所

得である。このうち一部を除いて， (1)から(5)ま

での所得は総合課税の対象となる。 (6)の配当所

得は，個人株主の受取配当額が高いときのみ総

合課税の対象となる。上の(7)から(10)までの所得

については，一部を除いて分離課税方式が採用

されている。まず，(1)から(6)までの総合課税の

対象となる所得についてみていこう。

1)給与所得

給与所得は，給与収入から給与所得控除額を

差し31いた金額である。一般に，給与所得控除

は，給与所得における概算の必要経費であると

みなされている。給与所得控除額は，表lから

導かれる。

平成10年度において， a 1 =180， a 2 =360， 

a3=660， a4=1，000， a5=2，000， Ol=O.4， 
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表 1

給与収入 控除率

(万円)

a 1以下の部分 Ih 

a 1を超え a，以下の部分 0， 
a 2を超え a3以下の部分 03 
a 3を超え a4以下の部分 04 
a 4を超える部分 05 
(最低保障額8凹)

02=0.3，03=0.2，04=0.1，05=0.05および、dmin

ニ 65(万円)である。いま，給与収入をYL

給与所得控除額をDj(YP)とすると

r yIO if Y~;;;; o5min 
I L_ if 05 く y，Oζ台並

DI (Yn = ~ ~mm -- ~mm --1 05
1 

k-I 五

|ι [yI
U 
- ak_ll + i~1 o5i (ai -ai_l)吋〉?

となる。ここで，

ak_j = max{ai : ai 豆Y?}，ao= O. 

また，給与所得Y1は，

YI (Y?) = 

o if Y~ 孟 8min
yI
O 
_ Omin if Ominく山?

k-I 
Y1ー {Ok[yI

U 
- ak_ll +ち1oi (ai -ai-I)} 

if吋〉干

となる。より衛単にすると，控除額は

一 iyOify?ζ fy-，_ 
Dj (YP) = ~ -， ^ 且一向山

l d (Yn if yj
V > 8min 

となる。ここで，d (8min) = 81出即0<d'(Yj
O
) < 1， 

d"(Yj
O) < 0。このとき，給与所得Yjは以下のよ

うになる。

r 0 if y~ ζ6町内
Yj (Y?) = <一一 n

I yjO -d (yjO) if Y~ > 8min 

となる。ここで，すべてのyj
O> 8min~こついて，

Y'(Yp) > 0， Y"(Yp) > 0が成立している。

2 )事業所得および不動産所得

事業所得および不動産所得は，収入金額から

必要経費を差しヲiいた金額である。必要経費
は，特に以下の項目を含んでいる。 (a)青色専従

者給与， (b)青色申告特別控除， (c)減価償却， (d) 

貸倒引当金(事業所得のみ)， (e)退職給与引当

金(事業所得のみ)， (f)貸倒損失である。以上

の中で， (a)青色専従者給与が必要経費に算入で

きることが重要である。これは，青色申告者は

専従者給与をコストにして事業所得が分割で

き，高い累進税率を回避できることを意味して

いる。青色専従者給与額の平均は，平成8年現

在， 201万円である。これに対し白色申告者の

場合は，専従者給与を必要経費に算入できず，

白色専従者控除(配偶者の場合， 80万円)を利

用できるにとどまる。

いま，九を事業所得または不動産所得，y2
0 

を収入金額，D2 (y2
0
)を青色専従者給与以外の

必要経費，入を事業収入のうち青色専従者給与

に算入する割合とすると，

ち(Y2
0
)= Y2
0 
- [D2 (Y2

0
) + 入Y~l

となる。

3 )雑所得

ここでは，雑所得の中でも公的年金に対する

課税を検討しよう。公的年金の所得は，年金収

入から公的年金等控除額D3(Y3
0)を差しヲ|いた

金額である。公的年金等控除額は，

D3 (y3
0
) =α+  d(Y3

0
-α) 

である。ここで，上の式の右辺第 l項は定額控

除の金額αを示し，第2項は定率控除を示して

いる。定率控除の額は，年金収入から定額控除

公的年金の収入 控除率

(万円)

b以下の部分 l 。1
b 1を超えb，以下の部分 。2
b 2を超えた部分 。3
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額αを控除した残額について，表2により導か

れる。公的年金等控除額の最低保障額は，定額

控除と定率控除を併せてpである。

従って，

D3 (Y30) = max {β?α+ d(Y3
0
-α)} 

d(Y3
0 
-α) = (Jk[(Y3

0
-α)-bHJ 

k-l 

+き1(Ji (bi - bi_1) 

ここで，

bk-1 = m依 {biI bi孟(Y:-α)}，
および、bO= O. 

平成10年現在， α=100(65歳以上)，β=140， 

b1 =360， b2 =720であり ，(Jl =0.25， (J2 =0.15， 

(J
3 =0.0 5である。公的年金の雑所得巳は，

r 0 if Y~ υ 
九(Y3
0
)= ~ Y30 -βif s<Y30孟γ

lぜ-[α+川一α)]if Y30 >γ 
となる。ここで， 'y三オ[βー α(1一角)Jである。
いま，公的年金への課税を給与所得への課税

と比較してみよう。同ーの収入の下で，公的年

金の雑所得は給与所得よりも低くなる。実際，

所与のパラメーターの値の下で，すべての収入

金額yO，yO > dmin，について，D1 (Y
o)く D3(Y

o) 

が成立するので，Y1 (Y
o) >九(y

O)が成立する。

4 )一時所得

一時所得は，クイズの賞金や生命保険契約

の満期返戻金などの一時的な所得である。一

時所得九は，収入金額Y2からその収入を得る

ための費用品(特別控除額を含む)を差し引

いた金額である。すなわち

九(Y2)= Y2 -D4 (Y4
0
) 

である。一時所得は他の所得と合算し総合課税

されるが，課税標準になるのは一時所得の半

分，つまり~Y4 (Y2)である。

5 )配当所得

配当所得巧は，収入金額ぜから株式取得の

ための借入金の利子を差しヲ|いた金額Dsであ

る。つまり，

研究 48-4 

Ys (Ys
o) = Ys
o -Ds (Ys

o) 

である。配当所得に対する課税方式は，総合課

税，源泉分離選択課税，源泉徴収(確定申告不

要)の3つがある。最初の総合課税は本則であ

り，対象となるのは 1銘柄につき一回の支払

配当が25万円(年l回50万円)以上のもの，ま

たは発行済み株式の 5%以上の株式配当がある

ケースである。この際，住民税も総合課税され

る。また，本則の総合課税が行われる場合のみ，

税額控除として配当控除がある。

2番目の，源泉分離選択課税が採用されるの

は 1銘柄につき発行済み株式の 5%未満の配

当で， 1回の支払配当が25万円(年 l回50万円)

未満のときである。このとき， 35%の税率の源

泉徴収を選択できるが，住民税は総合課税の対

象となる。 3番目の源泉徴収(確定申告不要)

とは，配当が少額で1銘柄につき年l回の支払

配当が5万円(年l回10万円)以下の場合であ

る。この場合，確定申告は不要で，税率20%の

源泉徴収で済ませることができ，住民税は非課

税である。

2. 2 総合課税

以上の1)から 5) までの 5つの所得は，総

合課税の対象となる。総合課税の総所得金額Y

は，以下のようになる。

川 =81Yz(Y川

ここで， yo=(YY)lggである。課税所得は，

この総所得金額から所得控除を差し引いた金額

である。所得控除は，以下の項目からなってい

る。

( i )人的控除

(ii)社会保険料控除

(iii)生命保険料控除(生命保険，個人年金)

損害保険料控除

(iv)医療費控除，雑損控除，寄付金控除

最初の人的控除として，基礎控除，配偶者控

除，配偶者特別控除，扶養控除，老年者控除，
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障害者控除などがる。人的控除の額は，家族の 進税制，および外国税額控除などがある。

人数，年齢構成，配偶者の就労行動などに依存 課税最低限は，TG(yO;k)となるyOの最大値

している。医療や公的年金等の保険料は，社会 である。給与所得(k= 1)の課税最低限は，平

保険料控除として全額控除される。生命保険料 成10年度において361.6万円(夫婦子2人で割

控除と損害保険料控除には上限が設定されてお 増扶養l人のケース)で，これは給与所得控除

り，平成10年現在，生命保険料控除の場合10万 額126.3万円と所得控除235.3万円(内訳:38万

円(生命保険5万円，個人年金5万円)，損害 円が4つ，割増扶養58万円，社会保険料控除25.3

保険料謹除の場合は1.5万円である。所得控除 万円)の合計額である。課税最低限は，人的控

の金額は，社会保険料のように収入金額に比例

する部分と収入金額に依存しない定額部分dに

分けられる。社会保険料は，職業によって得ら

れる収入yfに比例するので，所得控除の金額
G(YO)は，

GK(YO)=d+GKY;，k=は，5

総合課税における課税所得Y，は，以下のよ

うに定義される。

Ei(YO;k)=Y(Yo)-GK(YO) 

所得税Tは，課税所得について表3を用いて

計算された値から税額控除を差しヲlいた金額で

ある。

表3

課税所得階級 税率

(万円)

巴1以下の部分 t 1 

巴lを超え e2以下の部分 t 2 

e 2を超え e3以下の部分 t 3 

e 3を超え巴 4以下の部分 t 4 

e 4を超える部分 t 5 

-)
 

ρLV 
ρLV 
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t
 

1

1
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 Y
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一β(yO)

ここで，ekー1= max{ei I ei孟Y，}， eo = O.平成
10年現在，t1 =0.1，ら=0.2，t3 =0.3， t4 =0.4， 

t5 =0.5， e1 =330， e2 =900， e3 =1，800， e4 = 

3，000である。また， β(yO)は税額控除を示して

いる。税額控除として，配当控除，住宅取得促

除の額ばかりでなく，公的年金と医療の保険料

の引き上げによって影響をうける。人口の高齢

化により，公的年金の保険料が百|き上げられて

いくと，課税最低限は制度的に引き上げられて

いく構造になっている。

次に，住民税をみていこう。住民税の所得控

除額は，定額部分がd*におきかえられ，

Gk*(YO) = d* + ak YkO 

である。ここで，dキ <d。住民税の課税所得は

Yt'(YO; k) = Y(Yo) -G';(Yo) 

として定義される。任意のYについて，

G';(YO) < Gkげりが成立するので，Y， (yO;k)く

y/(yO;k)が成立して，住民税の方が所得税よ

りも課税所得は高くなっている。住民税の税額

Tホは，表4を用いて計算される。

課税所得階級 税率

(万円)

t r 
しを越え f2以下の部分 t ; 

f 2を超える部分 t j 

内 O;k)= [t;(町一五一1)十三tf叫ームー1)]

+T~ 

ここで， A-1 =m拡 {fiI五孟昨}，JO = 0，およ
びTO*は住民税の均等割の額を示している。平

成10年度現在，/1 =200， 12 =700， tt =0. 05， 
t2' =0.1， t; =0.15である。

租税負担は，以上の所得税TGと住民税TLと
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の合計額である。つまり，租税負担額Tは

T(yO;k) = TG(yO;k) + TL(yO;k). 

住民税において，所得控除額が低いため課税

最低限は所得税よりも低く，税率も所得税より

も低い。具体的に，住民税の課税最低限は，所

得税が361.6万円のとき326.4万円である。従っ

て，個人住民税は，広い所得階層が税負担を共

有しあう構造になっていることがわかる。

2睡 3 総合課税の租税構造

いま，既に述べてきた給与所得，事業所得(不

動産所得)，雑所得，一時所得，および配当所

得について，税負担の構造をみてみよう。いま

簡略化のため，住民税を捨象して，所得税のみ

を考察の対象とし，

TG (yO; k) = [y， (yO; k)l' ， (tミ1)
とおく。ここでは，各個人は一種類の所得のみ

を稼ぐとしよう。また，表記の簡略化のため，

以下で、はTG(yO;k)三 T
k
(yO)とおく。

1 )給与所得

まず，給与所得についてみてみよう。税額

T1 (Y?)は

T1 (y?) = [Yl
0 -D1 (Yl

0) -G1 (Y?)]' 

いま， 0 < D{(Yl0) + G{(Y?) < 1を仮定する。こ
のとき，

T'(Y) = t[Y1
0 -D1 (Y?) -G1 (Y?)l'ー1

(1 -D{(Y?) -G{(Y?)) > 0 

T"(Y) = t(t -l)[Y? -D1 (Y?) -G1 (y?)]'-2 

(1 -D{(Y?) -G{(y1
0))2 + t[Y? -D1 (Y?)一

一D1(Y~)l' -l( -D{'CY?) > 0 

が成立する。給与所得の累進度は，累進税率ば

かりでなく，給与所得控除率に依存している。

2 )事業所得および不動産所得

税額五 (y2
0
)は

九(y2
0)= [(1一入)y2

0-D2 (y2
0) -G2 (YD]' 

巧(y2
0)= t [(1 一入)Y~ -D2 (Y~) -G2 (y~)]'-l 

{(1 一入)-D~-GD > 0， 
T"(Y2
0) > 0 if D~'(Y20) > O. 

従って，青色専従者給与の必要経費算入によ

り，事業所得および不動産所得が分割され，累

進度が給与所得よりも低下していることがわか

る。給与所得と事業所得(不動産所得)に対す

る課税を比較してみよう。一般に，

[Dl (Yo) + G1 (Yo)] < [入yO+ D2 (Yo) + G2 (Yo)] 
が成立しているので，

T1 (Y
o) >九(yO)

かつ

打(yO)> T~(Yo) 

となる。従って，事業所得は給与所得よりも課

税最低限が低くなるとともに，限界税率が低下

している。

3 )雑所得(公的年金課税)

雑所得における公的年金の課税の場合，税額

l土

円(Y3
0)= [Y3
0 -D3
0(y3
0) -G3 (Y3

0)]' 

給与所得と比較すると，ある一定の収入以下で

は

D1 (Y
o) + G1 (Yo) < D3 (Yo) + G3 (Yo) 

が成立するので，

T1 (Y
o) > T3 (Y

o) 

となる。従って，公的年金の方が給与所得より

も課税最低限が高くなり，公的年金の可能な所

得範囲内において，公的年金における税負担は

減少している。

4)一時所得

税額T4は

ハ「Yl-D4 (Yl)n1t  4 (Y，;') =ドイ→-G4 (町)1
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白ハ fY1-D4 (y40) ハ
1t1

T~(Y.n = t 1=-=
斗

2
斗→

G4(Y.nl 

(守盟似))> 0 

一時所得の場合，給与所得と比較して，二つの

意味で税負担が軽減される。一つは，課税最低

限が引き上げられることである。もう一つは，

累進度が低下し，給与所得よりも緩やかな累進

税率の構造になる。

5 )配当所得

配当所得の税額は，

九(YS
O
)= [Y~ -Ds (Y~) -Gs (Yso)l' β(YS

O
). 

ここで， β(Y)は配当控除を示している。

円(ぜ)= t [ぜ D5(YJ)-wmir-l

[ドl-D叫;(σゲ的yO内0勺) 可吋叩(仔yO河)]一βグ仰f吋I(YげY
配当所得の必要経費であるD叫5は株式の取得

のための負債利子なので，その大きさは不確定

である。給与所得と比較してみると，必要経費

と所得控除を同じとすると，税額控除の分だけ

配当所得の累進度が低下する。但し，配当所得

の必要経費が非常に低いと，配当所得の累進度

は非常に高くなる。しかし 1銘柄あたりの少

額配当は源泉分離で済ませることができるた

め，多くの銘柄を保有し株式保有を分散させて

累進税率を回避することができる。

最終的に，総合課税の対象となる以上の所得

の租税負担を比較してみよう。一般に，給与所

得の税負担が最も大きく，次に事業所得・不動

産所得，公的年金所得の順番で，一番低いのが

一時所得となる。配当所得の税負担は不確定で

ある。

2. 4 分離課税

6 )利子所得

利子所得の場合，利子収入そのものが利子所

得となる。ここでは，国内における預貯金に限

定している。利子所得への課税は税率20%の源

泉分離課税で，このうち15%が所得税， 5%が

道府県民税の利子割となっている。よって，税

額五は

九(YJ)=02Y:

となる。但し利子所得には，65歳以上の老人や

一定の障害者などを対象にした貯蓄，郵便貯

金，および公債の非課税制度がある。また，財

形住宅(年金)貯蓄も非課税となっている。

7)株式の譲渡益(キャピタル・ゲイン)

この場合，課税方式の原則は，申告分離課税

である。この方式は，確定申告を通じ他の所得

と分離して，譲渡所得に対し26%(うち 6%は

住民税)の税率で課税する方式である。但し，

選択により源泉分離課税方式が利用できるが，

これは譲渡所得の5.25%相当額を所得と見な

し， 20%の税率で源泉徴収する方法である。こ

の場合，住民税は非課税である。つまり，譲渡

代金の1.05%を納めればよい一種の取引税で，

本来の譲渡益課税ではない。

譲渡所得民は，譲渡代金げから取得費と借

入金の負債利子の合計額D7を差しヲ|いた金額

である。つまり，

れ(Y7
0
)= Y70 -D7 (Y70) 

株式のキャピタル・ゲインに対する税額Tは，

T7 (T7
0
) = min{O.諸島 (Yl)，O.OlO5Yn

損失を被るか譲渡所得が低いとき，申告分離課

税を用いた方が有利である一方，譲渡所得が高

いときは源泉分離課税の方が有利となる。従っ

て譲渡所得が大きくなると，源泉分離課税方式

を利用して税負担を軽減できる。

8 )土地の譲渡益

土地の譲渡益Y8も，収入金額YJから取得費

と譲渡費用の合計額D8を差しヲ|いた金額であ

る。よって，
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九(YS
O
)= YS
O 
-Ds (Ys
o) 

土地の個人譲渡所得は，土地の保有期間によっ

て税率が異なっている O 平成10年度における課

税方式をみると，まず，土地の保有期聞が5年

超の場合 6千万円以下の部分は税率20%(住

民税6%)， 6千万円超のとき税率25%(住民

税7.5%)である。平成不況を反映して，きわ

めて緩やかな累進課税率が適用されている。し

かし，土地の保有期聞が5年以内の短期の場

合，長期保有のケースよりも高い累進課税が採

用されている。具体的には，譲渡所得の40%(住

民税12%)と，総合課税による上積み税額に1.1

倍乗じた金額のいずれか大きい方となってい

る。すなわち，

Ts (YS
O
) = max{0.52Ys ， [T(Y~I' YS

O
) - T(Y~I' 0)] X 1.1} 

ここでyflは譲渡所得以外の所得であり，上積

み税額とは，[T(Y~I' YS
O) - T(Y~I' 0)]で、ある。

9 )退職所得

退職所得ちは，退職収入げから退職所得控

除額D9を差し百|いた金額の2分の lである。

この金額を他の所得と分離して総合課税の税率

表(表3と表4)に適用して税額を求める。税

額は

ち(Y9
0)= T[ ~(Y90 -D9) ] 

ここで，退職所得控除額D9は，退職収入に依

存せず，勤続年数のみに依存している。具体的

には，平成10年度現在，勤続年数20年まで l年

につき40万円，勤続年数20年超のとき l年につ

き70万円である。控除額Dが大きいため，課税

最低限が非常に大きくなる。また，所得の算定

の際 2で割っているため累進度が低下してい

る。このため，退職所得の租税負担は非常に低

くなっている。 lつの例として，退職金2千万

円で勤続年数30年の場合，所得税が25万円，住

民税が15万円で，税額は合計で40万円である。

10)山林所得

山林所得YlOは，収入金額Y品から必要経費DlO

と特別控除額dを差し百|いた金額である。つま

り，

YlO = y1
0
0一DlO-d 0 

課税方式は 5分5乗方式と呼ばれる方式で，

山林所得を 5で、割った金額について表3と表4

の税率表から税額を算定し，その税額を 5倍し

て所得税を求めるものである。つまり，

町九0ぷ(Y1~ゆ)片=吋凶 D町叩ωdρ尚0〆ρ(げY;品ω~O) 刈
以上論じてきた分離課税のケ-スについて租

税負担を比較してみよう。まず，収入金額が低

いとき，土地の譲渡所得がおよび山林所得が高

く，次に利子所得，一番低いのが株式のキャピ

タルゲインである。株式のキャピタルゲインが

低いのは，源泉分離課税方式により高い税率を

回避できるためである。また，退職所得は収入

金額が低いと課税最低限以下となるため，税負

担はゼロである。次に，収入金額が大きいケー

スでは，山林所得の税負担が一番高くなり，次

に土地の譲渡所得と退職所得，利子所得の順と

なり，一番低いのが株式のキャピタルゲインと

なる。

3.所得税の累進構造と所得分配

本節において，所得分配の公平性の指標とし

てGini係数を用い，所得税の累進構造と所得分

配の公平性の関係を明確に示そう。

いま，簡単化のため所得YがOから aまで聞

に一様に分布しているケースを考察しよう。こ

こで，a > 1とする。このとき，密度関数は

J(Y) = 1/α，分布関数はF(Y)= Y /αとなる。Lo-

renz曲線は

(川市)F(Y)， JVa .一一一一1，0孟Y孟G
J~ xJ(x)dx } 

の軌跡として定義される。いま，
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JYMU)ゐ=三

L xf(xト j
が成立しているので， X三 F(Y)=Y/αとおく

と， Lorenz曲線はg(X)= X2となる。この場合，

Gini係数glは

(l)gl=2j(x d)dx=i 

となる。

いま，所得税率tと所得控除額dが所得分配

に与える影響をみてみよう。税額T(Y)を以下

のように定義する。

T(Y) = c(Y -d)' 

=0 

(Y>dのとき)
(Y豆 dのとき)

このとき，税引き後の所得Yは

Yt (Y) = Y -c(Y -d)' 

=Y  

となる。このとき，

(Y> dのとき)
(Y豆dのとき)

ra __ a c(a _ d)t+l 
( 2) / Yt (x)f(x)dx =一一一一一一一三AJo -"--~J'~- 2 a(t+l) 

rY __ ~ ，.， ， _ y2 c(Y _ d)'+l 
I Yt (x )f(x)dx =一一一一一一一Jo -， '--~J ，，---- 2a a(t + 1) 

いま，Yt (Y)の1階微分Y/(Y)について，Y > d 

のとき，

Y/(Y) = 1 -ct(Y -d)t-l > 0 

または，

，-1 
(α -d)ーく-

cr 

を仮定する。このとき，A >0が成立する。

Lorenz曲線は， X=  (Y/a) とおくと，

1 fa 0 cCax-d)f+l1 
I-X"一、-'-1 
A 12 a(t -1) 1 

( 3 )ψ(X;t，d) = ~ if互<X壬1，
2. r::x21 if XζZ  
A 12 a 

となる。ここで， ψ(0)= 0， ψ(1) = 1が成立し

ている。このとき， Gini係数は

g2 (t， d) = 210 (x-ψ(x; t，ω 

い 2c(α-d)'+2 I 
-. A 13 a2(t + 1)(t + 2) 1 

となる。特に，所f朝脱毛存在しない場合(つまり， c=

0)， A = ~となり， g2=gI=j となる。また，

もし(α-d)t+l>aならば，すべてのt> 1と

d > 0について，

g2(t，d)<gl =~ 
が成立する。

累進税制による所得再分配効果をみるため，

累進税制を導入する前後を比較してみよう。い

ま 2つのLorenz曲線の差をとりη(x)を定義す

る。このとき，

η(X;t，d)三 ψ(X;t， d) -g (X) 

=ljbj日Jif主<X豆1，G 

となる。ここで，B=~-A すべてのxε(0， 1)

について， η(X)> 0であることは容易に示すこ

とができる。いま，累進税制による所得分配の

改善度μを

_f<J抑;t， d)出
μ(t，d)=1  
Jo g(x)dx 

として定義する。ここで，

IoTJ(x; t， d)dx =託)(出)(a -d)' 

x [~- (~) (百)]
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および，

J1gb)ホ=j
である。よって，
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x [1 -(~) (古川
が成立する。明らかに，すべてのtミ1と

d ε[0，α]について， μ(t，d)孟O.

この式は，累進税率 tと所得控除額dが所得

分配の改善度μにどのような影響を及ぼしてい

るかを具体的に示している。例えば，比例税率

(t = 1)で所得控除額ゼロ (d= 0)のとき，

所得分配は何ら改善されず， μ=0である。一

般に，以下の2つの結果が得られる。

48-4 

(1)もしlog(a-d) > 1ならば，累進税率tの増

加は所得分配の改善度μを高める。つまり，

書>0である。

(2 )もし(ザ)< (￥)ならば，所得控除額dの

増加は所得分配の改善度μを低下させる。つま

り，者 <0である。
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